
 

 

2024年度 財務の概要 
 

１．2024年度決算の概要 

2024年度決算において、貸借対照表では総資産が約 201億 2,100万円となり、前年度比で約 4億 5,300万円

減少した。これは主に中学校舎建て替え工事に伴う特定資産の減少によるものである。負債は約 24 億 1,000 万円とな

り、約 6,000 万円減少した。主な要因は退職給与引当金の減少である。なお、外部負債である借入金は計画通り返済

している。基本金は約 212 億 4,100 万円となり、約 4 億 9,100 万円増加した。これは主に中学校舎整備工事等の組

入れによるものである。  

資金収支では、翌年度繰越支払資金が約 40億円となり、2023年度末比で約 1億 3,700万円減少した。この減少

は、退職給与引当金の財源となる退職給与引当特定資産の保有比率を高めるため、支払資金から特定資産へ繰り入れ

たことが主な要因である。 

事業活動収支では、事業活動収入が約 46億 3,900万円となり、予算比で約 1億 2,300万円増収となった。一方、

事業活動支出の合計は約 50 億 3,200 万円となり、約 3 億 9,300 万円の基本金組入前当年度支出超過となった。

当年度の基本金組入額と前年度繰越収支差額を加えた結果、翌年度繰越収支差額は約 35 億 3,000 万円の支出

超過となった。事業活動別に見ると、教育活動収支では学生生徒等納付金の収入減少により、約 4億 4,800万円の支

出超過となった。教育活動外収支では、資産運用による受取利息・配当金と借入金利息の収支差として約 4,200 万円

の収入超過となった。教育活動及び教育活動外収支を合算した経常収支差額は約 4億600万円の支出超過となった。

また、特別収支では施設設備関係の寄付金、補助金、資産処分差額の収支差が約 1,300 万円の収入超過となった。

この中には、中学校舎の取壊しに伴う処分差額約 3,000万円が含まれている。 

 

計算書の種類 計算書の概要 

貸借対照表 

年度末における資産・負債・純資産を示し、学校法人の財政状態を明らかにする。 

基本金 
学校法人の教育研究活動に必要な資産のうち、継続的・計画的に維持していくべき資産の額を事業活動収

入から組入れた金額 

第1号基本金 校地、校舎、機器備品、図書など固定資産の取得価額 

第2号基本金 将来固定資産を取得する目的で積み立てた預金などの金額 

第3号基本金 奨学基金、研究基金など資産の額 

第4号基本金 運営に必要な運転資金の額（文部科学大臣の定める額） 

資金収支計算書 

当該会計年度（4月1日～翌年3月31日）に行った諸活動に対応するすべての資金の動きを記録することによって、当該年度の収入と支出の

内容を明らかにし、支払資金（現金及び預貯金）のてん末を表す。 

学生生徒等納付金収入  授業料収入、入学金収入、施設設備資金収入 等 

手数料収入 入学検定料収入、証明手数料収入 等 

教育研究経費支出 教育研究のために支出する経費 

管理経費支出 学校法人業務（総務・人事・経理等）に関するものや、教職員の福利厚生、学生募集のための経費 

資金収入調整勘定 
前期末前受金（当該年度の活動に対応する収入が前年度以前の資金の受入となったもの）、期末未収入

金（当該年度の活動に対応する収入が翌年度以降に資金の受入となるもの） 

資金支出調整勘定 
前期末前払金（当該年度の活動に対応する支出で前年度以前の支払いとなったもの）、期末未払金（当

該年度の活動に対応する支出で翌年度以降の支払いとなるもの） 

活 動 区 分 

資金収支計算書 
資金収支計算書の科目を３つの活動区分（教育活動・施設整備等活動・その他の活動）に分けて、活動毎の資金の流れを示す。 

事業活動収支 

計  算  書 

 

教育活動、教育活動以外の経常的な活動、その他の活動に対応する事業活動収入及び事業活動支出の内容を明らかにするとともに、収支

の均衡状態を示すもの。法人の経営状態を明らかにする。 

教育活動収支 経常的な収支のうち、教育活動外収支以外のもの 

教育活動外収支 経常的な収支のうち、財務活動(資金調達・資金運用)及び収益事業に係る活動によるもの 

経常収支差額 経常的な事業活動の収支 

特別収支 特殊な要因によって一時的に発生した臨時的なもの 

基本金組入前当年度収支差額 基本金組入れ前の事業活動収支の収支差。 

基本金組入額 当該年度に基本金として組入れた額 

事業活動収入 学校法人の純資産の増加をもたらす収入 



 

 

①貸借対照表関係 

ア）貸借対照表の状況と経年比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ）財務比率の経年比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

②事業活動収支計算書関係 

ア）事業活動収支計算書の状況と経年比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

イ）財務比率の経年比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③資金支計算書関係 

ア）資金収支計算書の状況と経年比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

イ）活動区分資金収支計算書の状況と経年比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ）財務比率の経年比較 

・教育活動資金収支差額比率 

 

 

 

 

エ）人件費比率 

     年度 

項目 
2020 2021 2022 2023 2024 

人件費 

事業活動収入 

58.9% 

（57.3％） 

58.3% 

（57.3％） 

61.9% 

（57.7％） 

63.3% 

（58.9％） 

65.4% 

※ 

事業活動収入 5,435,540 千円 5,208,843 千円 5,014,778 千円 4,722,017 千円 4,638,797 千円 

人件費 3,199,610 千円 3,037,428 千円 3,104,732 千円 2,988,514 千円 3,033,775 千円 

専任教職員(Ａ) 252人 249人 255人 249人 241人 

契約講師・ 

契約職員(Ｂ) 
60人 59人 53人 52人 49人 

非常勤講師・ 

非常勤職員(Ｃ) 
313人 331人 347人 335人 338人 

Ａ+Ｂ+Ｃ 計 625人 639人 655人 636人 628人 

 



 

注）① (  )内は本学院とほぼ同規模の 24 女子大学法人の平均値（2020～2023）。 

※但し、2024 年度は未発表のため記載していない。 

② Ａ～Ｃの人数は各年度 5 月 1 日現在 

③ 2024 年度人材派遣会社等より派遣職員・業務委託職員を本部事務、大学事務、大学保健室、学科事務室、

看護大学事務、中高事務等に配置している。 

その合計額が 166,120 千円。この分は支払手数料に含まれており、上記人件費に加算すると 3,199,895千円

となる。この時の人件費比率は  69.0%(前年度 66.1％)となる。 

 

２．その他 

①資産運用の状況 

ア）総括 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ）明細 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②借入金の状況 

 

 

 

 

 

 

③学校債の状況 

該当なし 

 

④寄付金の状況 

 

 

 

 

 

 



 

 

⑤補助金の状況 

 

 

 

 

 

 

⑥収益事業の状況 

該当事業なし 

 

⑦関連当事者との取引の状況 

ア）関連当事者 

 

 

 

 

 

 

 

イ）出資会社 

当学校法人の出資割合が総出資額の２分の１以上である会社の状況は次のとおりである。 

1 会社の名称 株式会社ミッションサポート 

2 事業内容 

清掃・警備・設備管理業務受託、物品販売、学校法人各部署

の業務請負、印刷・広告代理業、保険代理業、学生への住居

紹介、売店経営、食堂経営、古物商及び付帯する一切の業務 

3 資本金の額 

8,000,000 円 

発行済株式の種類 普通株式 

発行済株式の総数 160株 

4 学校法人の出資金額 

8,000,000 円（160株） 

当該会社の発行済株式総数に占める割合 100％ 

当該株式の入手日 平成 19(2007)年 3月 1日 

5 

当期中に学校法人が当該会社

から受け入れた配当及び寄附の

金額並びにその他の取引の額 

仕入高  334,818,419 円 

当該会社への未払金  23,984,452円 

受入寄付金額  15,000,000円 

施設利用料    2,230,800円 

6 
当該会社の債務に係る保証債

務 
学校法人は当該会社について債務保証を行っていない。 

 

⑧学校法人間財務取引 

該当なし 

 

⑨その他 

・福岡女学院大学短期大学部は、令和 7（2025）年度以後の学生募集を停止している。 

・福岡女学院幼稚園は、令和６（2024）年 4月 1日より「子ども・子育て支援法」（平成 24年法律第 65

号）第 27条第 1項に規定する特定教育・保育施設へ移行した。 


